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 Society5.0の社会実現に向けて工業高校改革を着実に進め、総合技術科を設置した工業高校として、工業に共通する

基礎科目を学び、生徒の専門分野に関する興味・関心を引き出し、自己の適性を自覚させ、産業社会で活躍できる人材

を育成することを目標とする。そして、生徒の90パーセント以上が足立区在住という特長を生かし、地域に密着し、地

域から信頼され、地域に貢献できる技術者を育て、将来の納税者を育成する工業高校を目指す。 

 

Ⅰ 目指す学校像(スクール・ミッション、スクール・ポリシー) 

１ スクール・ミッション 

自ら学び考え行動する態度を備え、想像力豊かな人間性や、工業技術をとおして地域や社会に貢献する人材の育 

成を目指し、専門高校の特色を生かした地域交流・連携の推進を通じて、心身共に健康で、自信と誇りをもち、望

ましい職業観・勤労観をもった「生きる力」のある工業人を目指す。 

２ スクール・ポリシー  

(1) グラデュエーション・ポリシー 

 ① 人権教育の全体計画を踏まえ、教育活動全体をとおして他者を思いやる人間性豊かな精神を育成し、好まし 

い人間関係をつくるとともに、生命の尊重と規範力のある態度を育成する。 

 ② 基礎学力を定着させ、専門性の深化を図るように授業内容を充実させ、生徒の基礎学力の定着に努める。 

  ③ 資格取得に向けた指導等をとおして努力すれば目的が達成できるという経験を積むことにより、自信をもた 

 せ、自己を高める気持ちを育成する。 

④ ホームルーム、生徒会活動、学校行事をとおして、社会生活に必要な基本的生活習慣を身につけさせ、 

社会に貢献できる態度を育成する。 

 ⑤ 三年間をとおして、計画的、組織的なキャリア教育を行い、自ら進路を決定できる態度を養い、望まし 

い職業観・勤労観を育成する。 

⑥ 自立活動の心理的な安定、人間関係の形成、コミュニケーション能力を育成する。 

(2) カリキュラム・ポリシー 

① 基礎・基本の習得を徹底するとともに、生徒個々の能力を伸ばす指導を行う。 

② 言語活動を充実させるとともに、アクティブ・ラーニングによる授業を実施し、生徒が自ら調べ、考え、適 

切に発表・報告する能力を育む。 

③ 生徒自身が学習の見通しを立てたり、学習したことを振り返ったりする活動を計画的に取り入れ、自主的に 

学ぶ態度を育む。  

④ 工業に関する専門知識、技能を取得し、学び続ける態度を養う。 

⑤ ＩＣＴ機器等を活用した授業により、生徒の興味関心を引き出し、学習意欲を育む。 

⑥ 課題研究を二年、三年と継続的に実施することにより、プレゼンテーション能力、生徒自らが課題を発見し 

解決する意欲と能力を育む。 

⑦ 学校行事やボランティア活動等を通して、主体性や協働意識、人格尊重と社会に貢献する精神を育む。 

 



(3) アドミッション・ポリシー 

① 「ものづくり」に興味・関心をもち、将来、工業に関する職業に就くことを希望している生徒 

② 個性や能力を伸ばし、工業技術を身に付け、各種資格取得に意欲的な生徒 

③ 社会のマナーを守り、他人に対して思いやりがあり、クラスの中で協力し合うことができる生徒 

④ 学校行事及び学級活動、奉仕活動、生徒会や委員会活動、部活動等に積極的に参加し入学後も活動できる生徒 

 

Ⅱ 中期的目標とその達成に向けた方策 

１ 学校経営・組織体制の充実 

将来の納税者を育てるという明確な目標のもと、教職員が一丸となって組織的に生徒の教育を行う。 

２ 学習指導の充実 

新学習指導要領に基づく学力観とデジタル技術を活用した教育を一体的に進め、個別最適な学びと協働的な学び 

を充実させる。また、総合技術科として４コース制の４クラスでの展開への円滑な移行を行う。 

３ 進路指導の充実 

進路行事を組織的・計画的に行い、個別最適なキャリア教育を推進し、生徒の進路実現を図る。 

４ 生活指導の充実 

基本的生活習慣の定着、規範意識の向上を図り、社会にとって有為な人材を育成する。 

５ 特別活動、部活動の充実 

学校行事、ホームルーム活動、生徒会活動、部活動において、共通の目標に向かって取り組む活動を推進し、生

徒の主体性、計画性、他者と豊かに関わるコミュニケーション能力を育てる。さらに、生活習慣を確立させるとと

もに、体力の維持向上、心身の健康の保持増進に努める。 

６ 地域関係機関・学校ＰＲ 

地域関係機関との交流を図り、地域から信頼され、頼りにされる取組を行う。また、ＳＤＧ‘ｓ（持続可能な社

会）を推進し、環境保全や防災に貢献する意欲をもった技術者を育成する。募集・広報活動を充実させ、本校の教

育を分かりやすく明確にして発信し、応募倍率の向上を図る。 

 

Ⅲ 今年度における取組目標とその達成に向けた方策 

 〇 教育活動の目標と方策 

     経営目標達成に向けて、教職員が一丸となって生徒育成の教育活動を展開し、以下の目標のもと、方策の確実

な履行に努める。 

１ 学校経営・組織体制 

(1) 目標 

教職員が「チーム足立工業」の自覚をもって、ライフ･ワーク･バランスよく学校経営計画を着実に履行していく。 

また、分掌・学年・教科・経営企画室の横断的な連携を図り、企画調整会議を基軸とした学校経営を行う。 

(2) 方策 

① 学校経営計画に基づき各分掌・学年・教科は互いに連携・協力して、計画達成に向けた分掌運営・学年運営、

教科指導を行う。そのために各主任が進行管理を行い、教育活動を向上させる。また、ＰＤＣＡのマネジメント

サイクルを機能させ、改善に生かす。 

成果 

  企画調整会議の充実と経営参画型の経営企画室の体制づくりを継続して行った。成果として、各分掌・学年・

教科は互いに連携・協力が進み、情報の共有化を図ると共に、生徒の個別最適な学習支援を実現するため、外部機

関との連携にも繋がった。 

② 各種委員会の少数精鋭化、校内研修会の定例化により、教育課題の機動的、戦略的な解決に努める。 

成果 

委員会組織の改善を図り、取りまとめを行う主幹教諭、主任教諭以外に実働的に運営に当たるリーダーを設置し

た。成果として、運営が更に活発となる委員会がある一方で、停滞する委員会が一部にあり、次年度に向け、委員

会の構成員が数多く重複することなく、少人数で実働的に活動できる委員会組織を再度、構築する。 



③ 「統合型校務支援システム」「定期考査採点・分析システム」等の活用を通して、業務の迅速化・効率化を図

り、教職員の働き方改革を進める。 

成果 

ICTリーダーを中心に「統合型校務支援システム」「定期考査採点・分析システム」等を教職員全員が活用でき

るように校内研修等を行い業務の迅速化・効率化を図った。成果として、学校経営計画の実現に向け、ＤＸ（デジ

タル・トランスフォーメーション）を推進し、教育活動を組織的・計画的に進め、業務の効率化の徹底を図り教職

員一人ひとりのワーク・ライフ・バランスの実現につなげた。 

④ 教職員一人一人がその職責を十分に理解するとともに倫理観や規範意識等をより一層高め、「教職員の服務に

関するガイドライン」に基づき、服務の厳正に努める。 

成果 

  教職員一人一人がその職責を十分に理解するとともに倫理観や規範意識等をより一層高めるため、服務に関す

る研修を実施した。成果として、授業改善・教材開発、教育相談、体罰防止等の服務に関する校内研修及び、ＯＪ

Ｔを計画的、組織的に実施し、教員の意識改革と教育活動に必要な資質・能力を向上させた。 

２ 学習指導 

(1) 目標   

中学校段階での生徒の学習状況を「キャリアパスポート」により、詳細に把握した上で、「都立高校学力スタン

ダード」、「Next Kogyo Start Project」に基づく教科指導の方法と内容を研究するとともに、生徒の資格取得や

検定受験を促進し、就職試験に合格できる学力の向上を意図的・計画的に推進する。また、生徒の志の高い進路を

実現するために、「定期考査採点・分析システム」や学力テスト等のデジタルデータによる分析を進路指導部、教

科主任会、学年で連携して実施し、授業改善に生かし、一人１台端末等ＩＣＴの活用、アクティブ・ラーニング型

授業を推進する等、学ぶ楽しさ、わかる・できる喜びを実感できる授業、知識・技能、思考力・判断力・表現力、

学習に向き合う力が身に付く授業を実践する。また、体力の維持向上と豊かなスポーツライフの享受できる能力や

態度を育てる。 

(2) 方策 

  ① 「キャリアパスポート」により、生徒の学習習慣、学習環境等を把握して学びなおし、振り返りを取り入れた各

科目の年間指導計画を作成する。 

   成果 

キャリア教育シートの作成や、そのシート内容を実践する上で何が必要なのかを考えさせ「３年間キャリア教育

を見通し、計画的、組織的なキャリア教育を行い、自ら進路を決定できる態度を養ってきた。成果として、職業観・

勤労観を育成するともに、生徒自身が学習の見通しを立てたり、学習したことを振り返ったりする活動を計画的に

取り入れ、自主的に学ぶ態度を育んだ。 

② 学力スタンダード、技能スタンダードを作成するとともに、全学年で学力向上プランに基づいた学力調査を実

施し、生徒の学力の実態を把握し、学力向上プランの改善を行い、生徒の基礎学力向上を図る。 

成果  

全学年で学力向上プランに基づいた学力調査を実施し、生徒の学力の実態を把握し、学力向上プランの改善を行

い、生徒の基礎学力向上を図るため、進路路目標をもたせ、モチベーションを高めるために、ＨＲでグループワー

クやテーマ学習を行った。成果として、進路指導部が企画立案したインターンシップ、企業見学会に参加させるた

め、事前指導や社会人としての心得を指導してきた。また、３学年が進めてきた面接練習も成果を得ている。 

③ 資格取得や検定受験に向けて組織的な指導を行い、資格取得、検定合格実績を向上させる。１年生段階から資

格取得や検定に向けた学習方法を体得させ、挑戦する意欲を高める。また、「ものづくりや」「学習」の楽しさや

大変さ、奥深さを取り組む過程で学はせる方法や内容で行う。 

  成果 

資格取得や検定受験において、組織的な指導を行った。成果として、大学と連携した「スタディーサポート」事

業の取り組みにより、英語検定２級１名、準２級１名の合格という成果を得られている。一方で、生徒への呼びか

け不足等により、講習会への参加者の減少、生徒の意志に任せすぎることにより、結果として合格率が低いものが



ある。次年度は、資格・検定の内容により給付型奨学制度を利用する等、多くの生徒の受験を計画する。 

④ 教員相互の授業研究や関係機関と連携した授業力向上研修等、ＯＪＴを通して、学校全体の授業力向上に努める。 

 成果 

授業改善・教材開発、教育相談、体罰防止等の服務に関する校内研修を通してＯＪＴを組織的・計画的に実施し

た。成果として、特に若手教員の意識改革、教育活動に必要な資質・能力の向上を図った。授業力向上研修では、

学校内外の研修に参加し、専門性をより高めるとともに、デジタル端末の活用を授業に積極的に取り入れ、学習効

果に表れた 

⑤ 「東京都教育ビジョン（第４次）」「未来の東京」戦略に基づき、ＩＣＴリーダー・ＩＣＴ推進委員会・ＩＣ

Ｔ支援員が連携し、一人１台端末、ＢＹＯＤでの授業等、デジタル技術を活用した教育を推進するため、環境整備、

校内研修、情報・資料等の発信を行い、個別最適な学習と協働的な学習の体制を整備する。 

 成果 

スマートスクール構想による総合型支援システムなどＤＸ化が推進された環境の中、デジタル端末の活用、オン

ライン授業の充実に向けた研修・研究を実施した。成果として、アクティブ・ラーニングを取り込んだ授業を展開

することができた。特に、若手教員の育成を行い授業改善の意欲が高められた。 

⑥ 高大連携事業として「スタディーサポート」事業を計画し、大学生による生徒の復習や課題、定期考査対策、

検定受験対策等、学習を支援する活動を年間通して継続的に実施する。 

 成果 

高大連携による「スタディーサポート」事業を計画し、放課後に英語補習指導を取り入れ、生徒自身が学習計画的

を立て自主的に学ぶ態度を育てた。成果として、英語検定試験2級、準2級合格者も得られた。将来の進路を見据え

語学の向上を目的とする生徒や家庭での学習環境が難しい生徒の参加があり、学習支援の効果があがった。 

⑦ 「TOKYO ACTIVE PLAN for students」に基づき、「エンジョイスポーツプロジェクト」モデル事業の指定を生

かして、専門的な知見を有する外部機関と連携して、多様なニーズに応える運動機会の提供と健康や生活習慣をセ

ルフプロモーションする実践を通して、豊かなスポーツライフを享受できる能力や態度を育てる。 

 成果 

「エンジョイスポーツプロジェクト」モデル事業を通し、専門的な指導者のもと生徒が楽しみながら、スポーツ

の大切さを学ぶ機会を得られた。成果として、ボクササイズ、ヨガ、ズンバ等日頃、学ぶことがないスポーツに接

し、運動に興味・関心がなかった生徒が参加し、楽しみながら運動することを知る機会となった。また、保健事業

内では、管理栄養士によるバランスの取れた食事について考える機会となり、生徒の基礎体力や運動意欲の向上及

び心身の健康や食生活等について実践的に学ぶことができた。 

⑧ 成年年齢の引下げに伴い、生徒自身が一層社会に関心をもち、社会の一員としての自覚を高め、トラブル等に

巻き込まれないための授業や講演会等を行い、消費者教育の充実に努める。 

 成果 

  成年年齢の引下げに伴い、公民科と家庭科において、消費者教育に関する学習を進めてきた。セーフティ教室

の中でスクールサポータによる成年年齢の引下げに伴い責任のある行動について学習する機会を設けた。 成果と

して、18歳成年年齢引き下げを見据えて、契約を中心に消費者に関する問題を学ぶ、また、成年年齢が18歳になっ

ても、飲酒や喫煙、公営競技に関する年齢制限は、これまでと変わらず20歳であることへの認識をさせるとともに

自分の権利や責任について生徒自身が考える機会となった。 

⑨ オリンピック・パラリンピック教育のアワード校の指定を生かしてレガシーを継承するため、ボランティアマ

インドを醸成する取組を年間授業計画に位置付け、学校全体で組織的・計画的に取り組む。また、地域社会との連

携で清掃活動や交通安全運動、防災訓練等に主体的に参加し、他者を思いやり社会に貢献する心を育てる。 

 成果 

  アワード校の指定を生かしてレガシーを継承、ボランティアマインドを醸成に取り組んできた。成果として、

令和４年度アスリート派遣事業を通して、金メダリストとの交流の機会を得て、レガシーの継承を実践的に学ぶこ

とができた。また、１学年「人間と社会」では、足立区ハーフマラソンの運営ボランティアとして参加し、各係の

役割で貢献した。 

３ 生活指導 

(1)目標 

本校の目標「地域に密着し、地域から信頼され、地域に貢献できる技術者の育成」を指導し、挨拶・清掃の励行、



感染症対策を視野に入れた生活規律の確立を図るとともに、多様性を受け止め様々な立場の人とともに社会生活を送

る上で必要な責任感、協調性、コミュニケーション能力、思いやりの心を身に付けた生徒を育成する。そのために、

生活・保健部を中心とした組織的な生活指導を行い、遅刻指導及び授業規律の徹底を図ることで、規範意識と望まし

い生活習慣を確立する。また、部活動や学校行事をとおして、望ましい人間関係を確立し、一つの目標に向けて互い

に支え合い高め合う能力や態度を育成する。さらに、教育相談体制を整備し、特別な支援を要する生徒へ適切な支援

を行う。そして、社会体験活動により、社会の一員としての自覚や責任を育てるため、学校安全計画の全体計画に基

づき、全教育活動を通して防災教育、交通安全教育、情報リテラシー教育、地域交流等を計画的・継続的に行う。 

(2) 方策 

 ① 本校の「生活指導統一基準」に基づき、全教職員の共通理解のもと、基本的な生活習慣、挨拶・清掃の励行、時

間厳守、授業規律等に向けた指導、身だしなみ、頭髪、ルール・マナー等の指導を組織的・計画的に行う。 

  成果 

「生徒心得」「生活指導統一基準」を見直し、全教職員の共通理解を図った。基本的な生活習慣、挨拶・清掃の

励行、時間厳守、授業規律等に向けた指導、身だしなみ、頭髪、ルール・マナー等の指導を行ってきた。成果とし

て、自律・自発的な生徒意識を涵養させるため、日常の教育活動を通して、生徒の規範意識を身につけさせること

に繋げられた。 

② 「ＳＮＳ学校ルール」に基づき、情報リテラシー、情報モラルを育成する。 

 成果 

  スクールサポータ―から、SNS を利用して高額報酬をうたうアルバイトに手を染め、受け子、出し子となり逮

捕されるケースやSNSを通して薬物に手を着けてしまう高校生が増加している現状について、セーフティ教室と

SNSマナー教室、学年集会等で具体例を提示し開催した。成果として、SNS発信のルールを守ることの大切さや

誤った使用方法から発生する問題での怖さを生徒自身が実感し、活用方法を自ら考える機会となった。 

③  いじめ防止委員会・教育相談委員会の毎月の実施及び、スクールカウンセラー、専門医派遣事業利用による医

師の効果的活用を通して生徒の悩み・トラブルの解決に努め、生命尊重に資する教育を推進する等、生徒の健全育

成に向け、家庭・関係機関と連携し、学校全体の相談機能の充実を図る。 

  成果 

スーパーバイザー、シニアSC等と連携した特別支援教育支援委員会3回実施した。成果として、特別支援教育

コーディネーターが、スーパーバイザーと連携して、発達障害の理解と生徒への対応について研修を全職員対象に

実施し、特別支援教育の基礎を学び生徒指導に活かした。 

④ 特別支援教育の視点に立って、特別な支援を要するケースには、ホームルーム担任、養護教諭、特別支援教育

コーディネーター、スクールカウンセラー、特別支援教育心理士等によるケース会議を効果的に機能させ、支援体

制の充実に努める。 

 成果 

  教員間の生徒情報の共有に努め、スクールカウンセラー、スーパーバイザー、シニアSC等との一層の連携など

教育相談活動の充実を図った。成果として、特別支援教育コーディネーター、主任養護教諭が中心となり特別支援

教育推進委員会の運営を活性化させ、教職員間の情報共有が図られ、学校組織として生徒の個別最適な支援にあた

ることができた。 

⑤ 「学校いじめ防止基本方針」に基づき、いじめアンケートを年３回実施し、いじめの早期発見及び未然防止に

組織的に取り組む。 

 成果 

生活・保健部が主体となり、「学校いじめ防止基本方針」に基づき、いじめアンケートを年３回実施し、いじめ

の早期発見及び未然防止に組織的に取り組んだ。成果として、生活・保健部と学年が連携し、アンケート以外にも

情報共有を促進し、未然防止に繋げることができた。必要に応じて、特別教育支援推進委員会、学校いじめ対策委  

員会を開催し、組織的対応を推進させた。  

   ⑥ 人権尊重の精神及びコンプライアンスの徹底を図り、体罰・暴言等の防止に組織的に取り組む。 

   成果 

    コンプライアンスに関する校内研修を通して、体罰・暴言等の防止に組織的に取り組む。成果として、体罰・

暴言に関して、早期発見、早期対応に努めるとともに、適切に対応できるようにするため、個々の教員の体罰・

暴言を未然に防ぐための的確な指導力を高め、学校全体による組織的な取組により解決を図れる体制づくりを整

えた。 



⑦  学校安全計画の全体計画に基づき「防災教育研究指定校」の指定を生かし、防災士の資格を有する生徒を中心

に「防災チーム」として、避難訓練、東京都水道局と連携した防災教育、足立区の広域総合防災訓練・水害対策

避難所運営訓練等をはじめ、警察署による交通安全運動、自治会による挨拶運動・祭事、近隣小学校の学校行事

等に運営面で参加し、地域社会に貢献する人材に育成する。 

成果 

令和4年度防災教育研究指定校の指定を受け、学校安全計画の全体計画に基づき、地域・関係機関と連携した訓

練を実施した。成果として、防災士生徒受験では、生徒11名、教員2名の合格者を得られた。地域住民から、若

い人材の育成と協働に期待する意見が多く得られた。地域避難所訓練、水道局連携給水訓練を実施し、地域住民か

ら本校を災害時に地域の避難所拠点してほしいとの希望があったため、関係機関と連携し進めていく。 

４ 進路指導 

 (1) 目標 

  急速なＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）の推進により、産業社会に大きな変革が迫られる状況を踏

まえ、将来にわたって持続可能な職業を選択し、働き続けることができる能力や態度を育成する。そのために、進

路指導全体計画に基づき、進路指導に必要なデータの収集・共有・活用を図り、工業系大学等への進学、就職試験

を課す優良企業への就職等、生徒の進路希望実現に向けた指導を、進路指導部を中心として全教員で計画的に行う。 

 (2) 方策 

  ① 「進路指導の手引き」により、生徒の能力や適性に応じた進路指導の一層の充実を図り、進路に係る数値目標

達成に向け、進路指導部・学年・教科が一体となった進路指導を計画的に行う。 

   成果 

    「進路指導の手引き」により、生徒の能力や適性に応じた進路指導を図った。成果として、３年間を見通した

キャリア全体計画に基づき、健全な職業観・勤労観を育み、社会人・職業人として必要な力を身に付けされるた

め、各学年の生徒の実情に応じた年間の進路指導計画を作成し、インターンシップや進路講話、職業的自立支援

プログラムなど外部機関と連携し、キャリア教育の一層の充実を図り、生徒の進路意識を向上させた。課題とし

て、進路に関わる行事の中で進路指導部、学年のどちらが主導になるか混在することが見受けられ、更に一体と

なった進路指導へ改善していく。 

  ② 生徒に高い進路目標をもたせ、モチベーションを高めるとともに、進路指導部が企画立案した進路ガイダンス、

履歴書指導、面接指導、志望校・就職先検討会の実施を通して、進路希望実現に向けたきめ細かな指導を行う。 

   成果 

    社会情勢やニーズ等必要とされる人材情報の収集に努め、生徒へ情報提供するとともに就職模試や模擬面接な

ど実施した。成果として、進路実現に向けて、一般常識・表現力等を身に付けさせると共に、必要な職業資格の

取得指導を積極的に行い、生徒の進路希望を実現に結び付けられた。PBL講座を通して、体験活動や個別指導の

充実による進路意識の高揚と進路希望の実現に向けて興味・関心をもたせた。 

 ③ 企業での技能習得型インターンシップ、連携大学での研修室インターンシップ、東京都中小企業振興公社、足

立区産業界と連携したインターンシップのいずれかを２学年全員に実施する。 

  成果 

   多様な職種の中から、生徒の希望に沿った健全な職業観・勤労観の育成につながるインタ－ンシップなどの体

験的活動を充実させた。成果として、生徒の進路実現に向け、職業観・勤労観を高め、個々の適正や進路先を見

極めるとともに、職種によっては、専門知識や技能習得の基盤となる工業の基本的な知識・技術力を確実に身に

付けさせた。 

④ 生徒の進路希望実現のため、進路指導部を中心にハローワーク足立及び足立区産業経済部、大学、専門学校等

と連携して組織的に取り組み、就職内定率100％を継続するとともに、大学・専門学校の進学希望達成率100％を

目指す。 

 成果 

    進路希望調査や適性検査を踏まえた個別相談・三者面談をきめ細かく行うとともに、進路指導部と学年、ハロ

ーワークとが連携して系列毎の新たな進路先を開拓し、希望進路の実現と進路未決定者の減少を図った。成果と

して、企業からの求人数増加や大学等の推薦枠の拡大への背景もあり、就職内定率93％、大学・専門学校の進学

希望達成率91％の結果となった。 

 



５ 特別活動、部活動 

 (1) 目標 

 集団活動を通して、足立工業高校の生徒及び社会の一員としてよりよい生活や望ましい人間関係を築こうとする

自主的・実践的な態度を育てるとともに、人間としての在り方生き方についての自覚を深め、自己を生かす能力を

養う。また、生徒の体力の維持向上、健康の保持増進に計画的に取り組む。 

 (2) 方策 

  ① 学校行事では、教員の指導・支援により委員会活動を軸にして、生徒による主体的な企画・運営を進める。体

育祭は、競技や応援等をとおして、クラス・学年等での生徒間のつながりを育てる。文化祭では、工業高校の特

色を活かした企画を増やし、本校の特色を地域や中学校等にＰＲし、工業高校生徒としての自覚や誇りを育てる。 

   成果 

    コロナ禍においても、体育祭、文化祭等生徒による主体的な企画・運営を進め、クラス・学年等での生徒間の

つながりと工業高校生徒としての自覚や誇りを育てた。成果として、学校行事の実施に向けて内容・方法を工夫

することで、学年を超えた生徒間の交流も深まり、心身共に健康な体づくりや体力向上に結び付けられた。 

 ② ホームルーム活動では望ましい人間関係を形成し、帰属意識や連帯感を育てる。 

  成果 

   ホームルーム活動、教科「人間と社会」の授業などを通して、奉仕活動の理念と意義を理解させるとともに、

救急救命や災害救助支援などに関する基礎的・基本的な知識と技術を習得させ、社会に貢献できる資質、人間関

係を形成し、帰属意識や連帯感を育成した。成果として、多様な活動を通して、個々の生徒に役割と責任をもた

せ、協働における達成感、自己表現力、コミュニケーションの能力を身に付けることができた。 

③ 生徒会活動では、生徒会役員による校則や学校生活について自主的・自発的に検討し、改善させ、本校の一員

としての誇りと帰属意識を育てる。 

 成果 

生徒会役員の中で、規範意識向上の取り組みとして、学校生活について自主的・自発的に検討するため、基本

的生活習慣や規範意識等について話し合う機会を設けた。成果して、生徒が自主的・自発的に基本的生活習慣や

規範意識について身に付けさせることについて考え、主体的に実践することに結び付けられた。指導においては、

全教員が一致して特に、遅刻と服装に関する指導を年間を通して継続的に取り組むことができた。 

④ 部活動では部員同士の連帯感を深め、互いに切磋琢磨し、高め合う姿勢や態度を育む。また、初心者や苦手意

のある生徒でも、参加できるように改善し、部活動の加入率を高くする。 

 成果 

部活動への全員加入を目指した取り組みと活動実績を向上させるため、部活動体験等を実施してきた。また、

「エンジョイスポーツプロジェクト」モデル事業を通して、スポーツの楽しさを実感できる機会を設けた。令和

４年度アスリート派遣事業では、メダリストから直接、指導していただきスポーツの魅力を伝えることができた。 

成果として、バトミントン部のように初心者の生徒も含め、入部希望者が増加し、2 年連続全国大会出場の実績

のあるマシンクラフト部への入学前からの希望者も増えた。また、園芸部のように社会貢献活動を実施している

部活動への希望者も増えてきた。 

⑤ 「エンジョイスポーツプロジェクト」モデル事業の指定、部活動指導員の配置、部活動振興予算重点配付等を

活用し、豊かなスポーツライフに向けた能力や態度の育成、部活動活性化、体力の維持向上及び心身の健康の保

持増進、豊かな人間関係づくりに組織的に取り組む。 

 成果 

  「エンジョイスポーツプロジェクト」モデル事業、部活動指導員の配置、部活動振興予算重点配付等を活用し、

運動機会を設定し、多様々な運動・スポーツを体験させることができた。成果として、部活動への参加率の向上、

活動内容の充実に繋がることができた。生徒に運動・スポーツに興味・関心をもたせること、生活習慣を改善に

向けた意識づけができた。 

６ 募集・広報活動 

(1) 目標・方策 

 本校を第１希望とする生徒を定員以上確保する。そのために、本校の教育を広く都民及び中学生・保護者に発信

し、本校の教育活動に対する理解や信頼を促進する。 

成果 

  授業公開や学校見学会・説明会、体験入学、夏休み工作スタジオ、学校開放事業については、実施方法を工夫

して実施した。成果として、体験入学では、ものづくりを通して工業高校のPRに繋げることができた。また、生



徒会による校内の案内では、保護者の方からの問いかけに生徒が直接答える場面を設定した。課題として、身近

な情報源であるホームページから発信が少なく、中学生への本校の魅力が伝えきれていない。次年度は、ホーム

ページをはじめ、デジタル情報の活用に更に取り組む。 

  ① 学校案内パンフレットを刷新し、在校生や卒業生の学校紹介、体験談の掲載等、中学生・保護者にとって工業

高校に興味・関心がもてる内容に改める。 

   成果 

    学校案内パンフレットを刷新し、在校生や卒業生の学校紹介、体験談の掲載、掲載写真の更新等、改善を図っ

た。卒業生からメッセージも近年の卒業生の言葉に変えた。成果として、見やすい構成となったが、課題として、

本校生徒が直接学校生活を伝えるページを取り入れたりすることで、より身近に中学生、保護者が学校を感じて

くれると考えられる。次年度に向け、更に改善を進めていく。 

② 「夏休み工作スタジオ」、中高連携授業等ものづくり教育のすそ野を広げる取組を実施する。 

 成果 

  わくわくどきどき夏休み工作スタジオにおいては、小学生の親子での参加があり、体験入学は、ものづくりや

マシンクラフト部など部活動への興味・関心をもつ中学生の参加が見られた。また、足立区生涯学習センターと

連携したイベント「夏休み宇宙科学デー」にはじめて参加し、大学、高校、学生企業や地域企業と地域の方々へ

本校のPR活動を行った。 

 成果として、わくわくどきどき夏休み工作スタジオにおいては、各グルーブ10組の参加者を得ており、アンケー

ト結果から、満足度の高い評価を得られている。 

  ③ 中学校訪問を足立区以外の中学校にも継続して行い、本校の特色ある教育を広く発信する。 

   成果 

    江戸川区PTA主催の説明会を含む合同説明会、東京都主催PRワークショップにおいては、足立区外の中学生、

保護者への本校の説明と魅力を伝える機会となった。成果として、PRワークショップにおいては生徒が積極的に

参加し、来場者に本校の魅力を直接伝える機会となった。課題として、足立区に隣接する区域の中学校訪問、出

前授業など直接的なPR活動が不十分であった。 

  ④ ホームページで学校の特色を積極的に発信し、更新頻度を高めて本校の特色ある教育活動の様子を広く都民及

び中学生に発信する。 

   成果 

課題として、ホームページで学校の特色を伝えることが昨年に比べて減少している。教職員の中に学校生活の

様子を積極的に伝える取り組みが足りなかった。リアルタイムの情報発信を常に心掛け、文字だけでなく、写真、

動画など一目で本校の魅力を伝える工夫も必要である。改善として、ホームページの迅速な更新、日常の学校生

活や外部での活動等、生徒が活躍している姿を一層情報発信する必要である。また、コロナ禍で滞っていた生徒

による母校訪問や中学生の上級学校訪問を充実させ、学校PRの一層推進を必要とする。 

⑤ 足立区中学校を中心に教員対象の情報交換会を実施し、本校に入学した生徒の状況、本校入学を希望している

中学生の双方向型情報交換により、中学校の進路指導、本校生徒への教育に反映させる。 

 成果 

新型コロナ感染予防の観点から、足立区中高接続会議の実施時期が変更となり、昨年本校で行った足立区立中

学校連携事業における情報交換会は見送ることになった。足立区中高接続会議における引継ぎ会では、中学校教

職員と本校教職員が直接、情報交換ができた。 

成果として、入学以前から生徒の個別の情報を得ることができ、学年だけでなく本校の特別支援推進委員会でも 

   教員間の情報共有がされ、対応を考えることができた。課題として、4月当初では中学校からの情報が無いケース

もあり、対応が遅れることもあった、次年度は、足立区と連携して、双方向型情報交換を更に活性化させていく。 

 

Ⅳ 数値目標 

１ 進路 

(1) 大学・専門学校 

合格者数を、大学・専門職大学 20名、専門学校 15名とする。（前年度 大学・専門職大学 17名、専門学校 13

名） 



成果 

合格者数を、大学・専門職大学14名、専門学校16名 

 (2) 公務員 

   合格者数を２名とする。(前年度 公務員１名) 

   成果 

   合格者数を２名 

(3) 職業能力開発センター等 

合格者数を５名とする。(前年度 合格者３名) 

成果 

合格者数を２名 

(4) 就職(学校斡旋就職内定率は100％とする) 

   就職内定者数を100名とする。(前年度 就職内定者73名) 

成果 

就職内定者数を97名(学校斡旋就職内定率は97％とする) 

２ 資格・検定 

 (1) 電気工事士  

   受検者の合格率を第一種電気工事士40％、第２種電気工事士50％とする。(前年度第一種３名、第二種28名) 

   成果 

   第一種電気工事士：合格率23％(3名) 第二種電気工事士：合格率20％（13名） 

 (2) 製図検定 

   受検者の合格率を基礎製図60％、機械製図50％とする。(前年度 基礎製図10名、機械製図０名) 

   成果 

基礎製図：合格率56％（5名）  機械製図：合格率100％（1名） 

  (3) 計算技術検定３級 

   受検者の合格率を70％とする。(前年度 105名) 

   成果 

      計算技術検定３級：合格率62％（21名） 

 (4) 情報技術検定３級以上 

   受検者の合格率を50％とする。(前年度 10名) 

   成果 

      希望者なし 

 (5) 危険物取扱者 

   受検者の合格率を乙種10％、丙種30％とする。(前年度 乙種３名) 

   成果 

      乙種第4類：合格率14％（5名） 丙種：43％（3名） 

 (6) 漢字検定 

   ３級以上の合格者を７名とする。(前年度準２級１名、２級２名) 

   成果 

漢字検定3級：合格率25％（2名） 

 (7) 英語検定  

   ３級以上合格者を３名とする。(前年度 準２級３名) 

   成果 

英語検定2級：合格率25％（1名） 英語検定準2級：合格率１00％（1名） 英語検定3級：合格率50％（1名） 

 (8) その他 

成果 

   工事担任者 第二級デジタル通信：合格率50％（4名） 

アーク溶接技能講習：合格率１00％（13名） 

小型フォークリフト技能講習1ｔ以上：合格率１00％（15名） 

３ 学校生活 

(1)学校評価アンケート 



「身だしなみ指導等で礼儀正しく、安全で規則正しい生活ができているか」の質問に対して生徒の肯定的評価を

80％以上にする。（前年度 生徒(68%)・保護者(72%)・教職員(60%)） 

成果 

生徒(63%)・保護者(57%)・教職員(59%) 

 (2) 部活動 

   部活動加入率を75％とする。(前年度 49％) 

   成果 

   部活動加入率を55％ 

４ 進級率・卒業率 

 (1) 進級率 

１学年から２学年の進級率を 90％、２学年から３学年の進級率を 95％とする。(前年度 １学年から２学年

90.6％、２学年から３学年98.6％) 

成果 

１学年から２学年の進級率を83％  

２学年から３学年の進級率を90％ 

 (2) 卒業率 

３学年の卒業率を100％とする。(前年度 ３学年の卒業率100％) 

成果 

３学年の卒業率 100％ 

５ 入学者選抜応募倍率 

入学者選抜応募倍率を推薦1.2倍以上、第一次募集1.1倍以上とする。 

（前年度 推薦0.89倍、一次0.83倍、） 

 成果 

   入学者選抜応募倍率を推薦 0.36 倍  第一次募集 0.47 倍 


